
首都圏大規模水害広域避難計画モデル【概要版】
策定経緯・位置づけ

■策定経緯
平成30年６月に、内閣府と東京都は共同で「首都圏における

大規模水害広域避難検討会」（以下、「旧検討会」という。）を設置
し、関係機関間の役割分担・連携について検討を進め、広域避難
計画の内容や策定の手順、留意点等を整理した「広域避難計画
策定支援ガイドライン」を令和４年３月に公表した。
同年６月には、報道機関等・通信事業者を加え、大規模水害時

の広域避難等を円滑に実施するために、平時から各関係機関の
関係性を深め、必要な取組事項の具体化を図ることを目的に、
「首都圏における広域的な避難対策の具体化に向けた検討会」
（以下、「具体化検討会」という。）を設置し、検討を進めてきた。
このたび、旧検討会及び具体化検討会において検討を進めて

きた広域避難先施設の開設運営、避難手段・誘導及び広域避難
情報等の発信の検討結果等を反映し、「首都圏大規模水害広域
避難計画モデル」を取りまとめた。

■首都圏大規模水害広域避難計画モデルとは
海抜ゼロメートルのエリアが広がる東京東部低地帯において、

行政区域を越える住民の避難である「広域避難」が必要となる
自治体が、広域避難計画を策定する際に定めるべき内容等を取
りまとめたもの。

■具体化検討会構成員及びオブザーバー
政府機関や広域避難自治体のほか、鉄道事業者や
メディア等の関係機関で構成されている。

今回策定

首都圏
大規模水害
広域避難計画
モデル

これまでの検討成果

広域避難計
画策定支援
ガイドライン

資料１

構成員及び
オブザーバー 機関名

構成員

内閣府 総務省消防庁
国土交通省関東地方整備局（統括防災）
国土交通省関東地方整備局（河川部）
国土交通省関東運輸局 東京管区気象台
陸上自衛隊

東京都 埼玉県 千葉県
警視庁（警備部） 警視庁（交通部）
東京消防庁

中央区 台東区 墨田区
江東区 北区 荒川区
板橋区 足立区 葛飾区
江戸川区

東京商工会議所

東京都交通局 京成電鉄株式会社
首都圏新都市鉄道株式会社
小田急電鉄株式会社 東京地下鉄株式会社
東武鉄道株式会社 東日本旅客鉄道株式会社
北総鉄道株式会社

一般社団法人東京バス協会

日本放送協会
株式会社NTTドコモ
KDDI株式会社
ソフトバンク株式会社
楽天モバイル株式会社

オブザーバー
警察庁（警備局） 警察庁（交通局）
海上保安庁 東京都（建設局）
東京都（港湾局） 東京都（下水道局）
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首都圏大規模水害広域避難計画モデル【概要版】
目的・構成
■記載方法

・計画モデルは、行政区域を越える住民の避難が必要な自治体が広域避難計画の策定に用いるひな型であり、計画を策定する際の

記載内容のレベル感の統一や抜け漏れを防ぐため可能な限り穴埋め方式で、「いつ」「誰が」「何をするか」を具体的に記載

（計画モデルは、各自治体で広域避難計画を策定できるよう区市町村は「○○区（広域避難自治体）」、都道府県は、「東京都」として表記）

・また、広域避難計画を具体化する際の留意点等を【解説】として記載

構成 主な内容

はじめに 広域避難計画の必要性
計画モデルの位置付け

1. 対象とする災害 対象災害（想定する災害事象）
対象地域（対象災害により避難が必要となる地域）

2. 大規模水害時の住民避
難の考え方

大規模水害時の住民の避難行動パターン
（親戚知人宅等への早期避難を基本とすること等）
避難行動パターン別の避難者数

3. 広域避難先施設 広域避難先施設の運営方法
広域避難先施設の開設運営計画の作成
広域避難先施設との協定締結

4. 避難手段・避難誘導 広域避難時の避難手段の考え方
フェーズ毎の避難手段の確保
避難手段毎の避難誘導の考え方

5. 広域避難に関する情報
の発表・発令

広域避難に関する情報の種類と内容
広域避難に関する情報の発表
広域避難に関する情報の伝達手段

6. 首都圏大規模水害広域
避難タイムライン

広域避難時の具体的なオペレーションの整理

7. 平時の普及啓発 普及啓発のメニュー・手段

参考資料 伝達文例等

【解説】には広域避難計画を具体化する際の
留意点等を記載

穴埋め箇所を黄色ハッチで記載

■計画モデルの記載内容■計画モデルの構成
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対象とする災害1 大規模水害時の住民避難の考え方２

■対象災害：自治体の行政区域を超える避難を必要とするような、
これまで経験したことのない規模の水害

→特別警報級の台風により、大規模な被害の発生が見込まれる
荒川・江戸川の洪水及び東京湾の高潮（想定最大規模）

■対象地域：洪水（荒川・江戸川）と高潮の浸水想定区域（想定最大
規模）にかかる17区

洪水(荒川・江戸川) と高潮の
浸水想定区域図(想定最大規模)※ の重ね合わせ

※荒川水系荒川洪水浸水想定区域図（H28.5指定）
利根川水系江戸川洪水浸水想定区域図（H29.７指定）
東京都高潮浸水想定区域図（H３０.３指定）

☀ ☔
高齢者等避難 避難指示 緊急安全確保

時間

レベル

３
レベル

４ 氾濫発生通
常
の
避
難

レベル

５

緊急安全確保

自主的な避難を促す情報
時間

広
域
避
難

氾濫発生
レベル

５レベル
４ 広域避難を促す情報
避難指示

鉄道計画運休広域避難の呼びかけ

レベル３ 高齢者等避難

ゼロアワー

■住民の避難行動：「分散避難」の考え方を取り入れ、自宅等の災害リス
クに応じた避難行動パターンを設定。

■避難行動パターン毎の想定避難者数：自らの自治体内で行政が用意し
た避難先へ避難する住民が約41万人、自らが確保した避難先へ避難
する住民が約154万人、行政が用意した避難先（広域避難先施設）へ
広域避難する住民が約74万人。

■広域避難のタイミング：広域避難は、総移動距離が長くなり、避難対象

者が多数にのぼるという特徴があるため、リードタイムを大きくとっ
て早い段階からの避難の開始が必要

■広域避難のタイミング

■対象地域

■広域避難のイメージ

■対象災害：自治体の行政区域を越える避難を必要とするような、こ
れまで経験したことのない規模の水害

→本計画モデルでは、特別警報級の台風により、大規模な被害の
発生が見込まれる荒川・江戸川の洪水及び東京湾の高潮（想定最
大規模）を対象

■対象地域：洪水（荒川・江戸川）と高潮の浸水想定区域（想定最大規
模）にかかる17区



首都圏大規模水害広域避難計画モデル【概要版】
広域避難先施設３

■広域避難先施設の開設・運営に関する主な対応事項

■概要：広域避難先施設の開設要請から、開設、広域避難者の受入、施設運営、閉鎖の各対応について、区（広域避難自治体）、広域避難先施設、東京都、
政府機関の役割を提示

■平時の取組：東京都と区（広域避難自治体）は施設管理者と調整の上、協定を締結

区（広域避難自治体）は、協定を締結した広域避難先施設の運営方法を具体化するため、開設運営計画を事前に作成

■施設の利用：区（広域避難自治体）は、共同検討開始の段階から施設管理者や立地自治体と調整を行い、可能な範囲で広域避難先施設を利用
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フェーズ 広域避難先施設の開設・運営に関する主な対応事項

広域避難の検討開始時
（発災３日前～２日前）

開設要請 ・〇〇区（広域避難自治体）は、広域避難先施設に利用の協力要請

・広域避難先施設管理者は、提供可否を検討し、提供可能スペースを報告

・〇〇区（広域避難自治体）は、施設管理者からの報告を受けて、広域避難先施設の開設
を決定

自主的な避難を促す情報の発表時
（発災２日前～１日前）

開設 ・〇〇区（広域避難自治体）は、広域避難先施設に運営要員を派遣

・運営要員は、広域避難先施設管理者と協力として必要な資機材を搬入

・運営要員は、開設準備が完了した時点で広域避難先施設を開設

・〇〇区（広域避難自治体）は、自行政区内の住民に対して広域避難先施設の開設を通知

広域避難者の受入 ・運営要員は、広域避難者の誘導・受付を実施

・〇〇区（広域避難自治体）は、広域避難者の受入れ状況を東京都に報告

広域避難を促す情報の発表時
（発災１日前～台風通過）

台風通過時の広域
避難先施設の運営

・運営要員は、広域避難者の入退室管理等を実施

・運営要員は、広域避難先施設の衛生管理を実施

・運営要員は、広域避難者数等を災害対策本部に報告

・〇〇区（広域避難自治体）は、広域避難者数を東京都に報告

※区（広域避難自治体）が運営する広域避難先施設についての流れを以下に示す。



避難手段・誘導４

■広域避難の手段は、鉄道、貸切バス、自動車、徒歩の４つ。輸送力の大きい鉄道が重要な避難手段となるが、計画運休等を考慮

■混雑が想定される駅周辺や道路の避難誘導に関して自治体と関係機関との連携を記載

■広域避難計画を具体化する際の留意点等として、避難手段の確保に必要な自治体とバス事業者の協定例等を【解説】に記載
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×

徒歩

道路の混雑

大量輸送ができるため主要な
輸送手段となるが、計画運休
までの早めの利用が必要

避難先まで直接輸送できるた
め、移動困難者等も対応できる

近距離への避難や垂直避難
時の移動手段

政府・東京都・区が計画運休検討情報を把握し情報共有

区が警察署等の関係機関と協力して避難誘導を行う

発災４日前～３日前 発災３日前～２日前 発災２日前～１日前 発災１日前～９時間前 発災９時間前～発災

東京都、区が関係機関の協力を得て混雑情報を入手し情報共有

広域避難を
促す情報

自主的な
避難を促す情報

自家用車

政府機関・東京都・区が
原則、自家用車での避難を

控える呼びかけ

東京都、区が広域避難先施設の開設状況等を共有

×バス

計画運休開始時間及びそれに伴う公表タイミングは鉄道事業者によって異なる

バス輸送完了バス輸送開始区が協定先
へ輸送協力
を要請

政府機関、都、区が混雑回避のため自家用車利用
避難者への早期避難を呼びかけ

タイミング
（目安）

×
道路が混雑する前の早期の
避難手段

政府機関、都、区が出勤抑制・テレワークの要請、休校等による避難
者以外の不要不急の移動の抑制の呼びかけ

ひな型
記載内容

垂直避
難を促
す情報

緊急
安全
確保

広域避難の
検討開始

共同検討開始前の
事前協議

政府機関・東
京都・区が命
を守る行動
の呼びかけ

区が 警察署
等と混雑想定
箇所の確認

_ __ _鉄道
計画運休の検討

計画運休予告
輸送力増強準備

輸送力増強終了
計画運休等を開始

東京都が
輸送力増
強の要請

規模を指定せず可能な範
囲での輸送力増強を要請

首都圏大規模水害広域避難計画モデル【概要版】
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広域避難に関する情報の発表５

フェーズ
区（広域避難自治体）からの場合の例
住民へ伝えるべき情報の主な内容

広域避難の検討開始を公表す

るフェーズ

（発災３日前～２日前）

①今後の広域避難情報発信の可能性

②自主的な避難先の確保検討

③自動車等で避難を想定している住民の早期避難

④屋内安全確保が可能な場合の備蓄準備

⑤公共交通機関の運行状況等に関する情報収集

自主的な避難を促すフェーズ

（発災２日前～１日前）

①自主避難の開始

②要配慮者等の早期避難

③車両避難者の早期避難

④鉄道避難者の早期避難準備

⑤鉄道等の公共機関の運行状況に関する情報収集

⑥屋内安全確保が可能な場合の対応

広域避難を促すフェーズ

（発災１日前～9時間前）

①広域避難の実施

②広域避難者の必要物資の持参

③自動車等での避難の原則禁止

④鉄道を利用する避難者の早期避難※

⑤屋内安全確保が可能な場合の対応

※計画運休実施に伴う避難のリミットの伝達

垂直避難を促すフェーズ

（発災9時間前～発災）

①鉄道利用以外の避難行動の呼びかけ

②建物管理者等への周辺住民受入依頼

緊急安全確保
①垂直移動等の早期実施

②命を守る行動の呼びかけ

防災アプリ 防災無線
広報車

■フェーズごとに政府機関、東京都、区（広域避難自治体）から住民へ伝達すべき内容を齟齬がないように整理

■情報伝達手段の特性の解説と伝達内容について文例を記載

区（広域避難自治体） 自主的な避難を促す情報のフェーズの例

会見での発言内容／文字での伝達内容例（HP、SNS等）

・台風第●号の影響で、〇〇区では、東京湾の高潮により、浸水が発生

する可能性があります。

・区では、●月●日●時に、自主的な避難を促す情報を発表しています。

区内では広範囲で長期間浸水することが想定されており、浸水想定

区域にお住まいの方は区外の他の市区町村に避難する「広域避難」

が必要になります。

・区民の皆様は、区のハザードマップをご確認いただき、自宅等からの

避難の必要がある方は、安全な親戚・知人宅や宿泊施設等へ避難し

てください。

・特に、ご高齢の方や、お身体の不自由な方、小さなお子さんをお連れ

の方など、避難に時間を要する方は、早めに避難を開始することが必

要です。避難に支援が必要な方は、個別避難計画に沿った避難を実

施してください。

・現時点で、●●線、●●線では、●日●時頃に計画運休を実施する可

能性があります。鉄道で避難する方は、最新の運行情報などもご参

考に、混雑を避けるため早めの避難を心掛けてください。

・台風の接近に伴い、状況は変化します。気象情報や東京都及び区から

発信される情報を、こまめに確認してください。
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首都圏大規模水害広域避難タイムライン６ 平時の普及啓発７

■概要：国、東京都及び〇〇区（広域避難自治体）は、広域避難に係る関
係機関と連携し、対象地域の住民に対して大規模水害時の広域避難
に関する普及啓発を実施

我が家の水害リスク診断書
（東京都・江東5区）

■目的：「広域避難」は避難までのリードタイムが長く、かつ関係機関が行
政、交通事業者、報道機関等と多岐にわたるが、災害時に円滑なオペ
レーションを実施するため、全ての機関が「共通認識」のもと、各々が
実施する対応・行動について「タイミング」「内容」を共有

■構成：全体を俯瞰する「総括表」、関係機関間の連携を確認する「連携
表」、各機関の詳細な行動を確認する「機関表」

■ブラッシュアップ：訓練等での検証を通じてブラッシュアップ

東京マイ・タイムライン
（東京都）

■大規模水害広域避難タイムライン【詳細表】

内閣府
国交省
（河川）

国交省
（運輸）

気象庁
総務省
消防庁

海上
保安庁

自衛隊 警察庁
その他
省庁等

東京都
（災害対策本部）

広域避難
自治体

（江東5区）

広域避難
自治体

（江東5区以外）

広域避難
先自治体

広域避難
先施設
管理者

鉄道
事業者

バス
事業者

警視庁
東京
消防庁

マスコミ・
メディア

通信
事業者

東京商工
会議所

近隣県
その他
関係機関

平時 01避難先の確保 ■事前準備の周知 ・広域避難のための事前準備（自主避難）の周知
● ★ ★ ★

01避難先の確保 ■事前準備の周知 ・広域避難のための事前準備（避難ルート）の周知
● ★ ★

01避難先の確保 ■事前準備の周知 ・広域避難のための事前準備（携行品）の周知

● ★ ★

01避難先の確保 ■事前準備の周知 ・広域避難のための事前準備（備蓄品）の周知
★ ★

01避難先の確保 ■広域避難先施設との調整 ・広域避難先施設開設・運営マニュアルの作成（大規模施設）
★ ● ● ● ●

01避難先の確保 ■広域避難先施設との調整 ・広域避難先施設開設・運営マニュアルの作成（小中規模施設）
● ★ ★ ● ●

01避難先の確保 ■広域避難先施設との調整 ・広域避難先施設の開設運営訓練（大規模施設）
★ ● ● ● ●

01避難先の確保 ■広域避難先施設との調整 ・広域避難先施設の開設運営訓練（小中規模施設）
● ★ ★ ● ●

01避難先の確保 ■広域避難先施設との調整 ・広域避難先施設の拡充
● ★ ★ ★ ● ●

01避難先の確保 ■広域避難先施設との調整 ・広域避難先施設の情報（施設名称、所在地、収容能力、設備等）の
周知方法（手段、タイミング等）の確立

● ★ ★ ● ●

01避難先の確保 ■切迫した状況での避難体制の整備 ・垂直避難できる場所の整備

● ● ★ ★

01避難先の確保 ■避難の促進に関する周知 ・水害リスク（ハザード、生活への支障）に基づいた行動の促進（水
害リスク「我が家・我が事」プロジェクト等）

● ● ● ★ ★

01避難先の確保 ■避難行動計画の作成促進 ・フェーズに応じた避難行動の周知

● ● ★ ★

01避難先の確保 ■避難行動計画の作成促進 ・広域避難時の避難行動計画の作成支援（マイ・タイムライン、講習
会等） ● ★ ★ ★

01避難先の確保 ■避難行動計画の作成促進 ・自主的な避難の促進
★ ★ ★ ●

02避難手段の確保 ■情報の入手方法の周知 ・交通情報（鉄道情報、道路情報）の入手方法の周知
● ● ★ ★ ★ ● ● ● ● ●

02避難手段の確保 ■避難手段の周知 ・住民に対する個々の状況（居住地、身体、フェーズ等）に応じた避
難手段の検討促進

● ★ ★ ★ ● ●

02避難手段の確保 ■避難手段の周知 ・移動が困難な人の避難手段の確保（タクシー、バス等） ● ● ★ ★ ● ● ●

タイミング 種類

関係機関
（★：実施主体　●：連携機関）

実施内容実施項目 判断基準

内閣府
国交省
（河川）

国交省
（運輸）

気象庁
総務省
消防庁

海上
保安庁

自衛隊 警察庁
その他
省庁等

東京都
（災害対策本部）

広域避難
自治体

（江東5区）

広域避難
自治体

（江東5区以外）

広域避難
先自治体

広域避難
先施設
管理者

鉄道
事業者

バス
事業者

警視庁
東京
消防庁

マスコミ・
メディア

通信
事業者

東京商工
会議所

近隣県
その他
関係機関

共同検討開始前
の事前協議
（5日前以前）

00体制構築 ■災害警戒会議の開催 ・災害警戒会議の開催
★ ● ● ● ● ● ● ● ●

○台風が発生し、日本本土への影響の可
能性

00体制構築 ■災害警備本部の設置 ・災害警備本部の設置
★

01呼びかけ ■記者会見等 ・記者会見等
※台風の進路や強度の予測をふまえて記者会見を実施するかどうか判
断する

★ ● ●

00体制構築 ■応急対策本部の設置（都） ・応急対策本部の設置（都）
★

00体制構築 ■災害対策本部の設置（区） ・災害対策本部の設置（区）
★ ★

00体制構築 ■都庁に警視庁連絡室を設置 ・都庁に警視庁連絡室を設置
● ★

00体制構築 ■広域避難自治体に警察署から連絡員を派遣 ・広域避難自治体に警察署から連絡員を派遣
● ● ★

00体制構築 ■課長級会議の開催 ・課長級会議の開催
★

（概ね4日前） 00体制構築 ■政府の災害対策本部の設置 ・災害対策本部の設置
※気象予測等を踏まえ、総合的に判断される ★ ● ● ● ● ● ● ● ●

○特別警報級の台風となり上陸または接
近の可能性

00体制構築 ■災害救助法の適用 ・災害救助法のおそれ段階における適用（第２条第２項）について都
道府県に助言 ★ ●

01呼びかけ ■記者会見等 ・記者会見等
※台風の進路や強度の予測をふまえて記者会見を実施するかどうか判
断する

★ ● ●

00体制構築 ■災害対策本部の設置（都） ■災害対策本部の設置（都） ★
00体制構築 ■危機管理対策会議の開催 ・危機管理対策会議の開催

★

00体制構築 ■部長級会議の開催 ・部長級会議の開催
★

02避難手段の確保 ■計画運休の検討開始 ・気象状況の把握・計画運休の検討開始
★

02避難手段の確保 ■計画運休の検討状況確認 ・計画運休の検討状況確認
★ ●

00体制構築 ■情報収集 ・台風に関する情報収集
★

00体制構築 ■情報共有 ・避難所開設状況、住民の避難状況、混雑状況等に関する情報共有
★ ● ● ●

00体制構築 ■情報共有 ・計画運休の検討状況に関する情報共有
● ★ ● ● ●

04避難先の確保 ■広域避難先候補施設の開設に向けた調整の開始 ・広域避難先候補施設の開設に向けた調整の開始
★ ● ● ●

04避難先の確保 ■施設開設可否の確認や開設に向けた準備等の開始 ・施設開設可否の確認や開設に向けた準備等の開始
● ● ● ★

00体制構築 ■政府の災害対策本部会議の開催 ・災害対策本部会議の開催
★ ● ● ● ● ● ● ● ●

01呼びかけ ■早期避難の呼びかけ ・政府の災害対策本部から国民への広域避難を含めた避難が必要とな
る可能性を呼びかけ

★

01呼びかけ ■気象情報等に関する一般的な呼びかけ ・国のおそれ本部設置の情報提供、広域避難の必要性及び災害リスク
ととるべき行動の確認についてメディアを通じて呼びかけ

★

タイミング 種類

関係機関
（★：実施主体　●：連携機関）

実施内容実施項目 判断基準

平時用

災害時用

平時用

災害時用

■普及啓発手段の例

〇我が家の水害リスク診断書

（東京都・江東5区）

〇東京マイ・タイムライン

（東京都）

〇川の防災情報、キキクル

（国土交通省・気象庁）

〇ハザードマップ、まるごと

まちごとハザードマップ

〇防災セミナー、防災シンポ

ジウム

〇防災訓練、出前講座、

 講習会

〇広報誌、ホームページ、

 SNS、防災アプリ

連携表 機関表

総括表（イメージ）
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